
2次評価 市の方針
第三者外部評価

（補助金事業評価委員会答申）
（平成17年度当時）

現状どおり継続 128 22 21
補助額の見直しが必要 49 24 59
補助内容・補助の仕組み・
補助額の全体の見直しが必要（※）

1 39 21

他の補助金事業との整理統合 0 23 24
特定事業の補助への変更 0 2 0
廃止 0 66 46
完了（終了） 2 4 4
休止 2
別途協議 3

評価区分
1次評価

市役所内部評価

（※）一次評価では、「補助額の大幅な見直しが必要」という位置づけで評価を行っているため、二次評価と単純比較はできない。

募集時期 住宅倍率
募集
戸数

応募

0倍 2 0

0.25～0.75倍 2 1

1倍 6 6

0倍 1 0

0.25～0.75倍 4 2

1倍 8 8

0倍 1 0

0.25～0.75倍 2 1

1倍 6 6

0倍 1 0

0.25～0.75倍 12 7

1倍 0 0

平成21年5月
（総募集倍率13.39倍）

平成21年10月
（総募集倍率12.56倍）

平成22年1月
（総募集倍率13.9倍）

平成22年4月
（総募集倍率12.82倍）

■表６：平成 17 年度に行った個別の補助金の見直し結果

⇒内部評価と外部評価の評価のかい離が激しい

■表７：補助金評価委員会の補助金制度に関する提言

■表８：待機児童の状況と新設保育園の状況 ■表９：低倍率の市営住宅の状況

平成21年
4月1日

平成22年
3月１日

平成22年
4月1日

増減 定員数 平成22年4月新設園

0歳～2歳 10 82 25 15
3歳～5歳 0 0 5 5
合計 10 82 30 20

257 265 8
618 654 36

0歳～2歳 33 95 26 -7
3歳～5歳 0 0 18 18 385名
合計 33 95 44 11 ↓

180 178 -2 390名
446 451 5 （5名増）

0歳～2歳 89 220 66 -23
3歳～5歳 0 0 14 14 590名
合計 89 220 80 -9 ↓

269 298 29 650名
680 726 46 （60名増）

0歳～2歳 30 116 28 -2
3歳～5歳 0 0 7 7
合計 30 116 35 5

251 254 3
631 631 0

0歳～2歳 29 119 35 6
3歳～5歳 0 0 7 7 450名
合計 29 119 42 13 ↓

226 243 17 480名
515 550 35 （30名増）

0歳～2歳 6 72 10 4
3歳～5歳 0 0 6 6
合計 6 72 16 10

213 222 9
496 523 27

0歳～2歳 4 80 18 14
3歳～5歳 0 0 0 0
合計 4 80 18 14

182 183 1
458 469 11

0歳～2歳 5 94 29 24
3歳～5歳 0 0 3 3 625名
合計 5 94 32 27 ↓

251 310 59 715名
646 759 113 （90名増）

0歳～2歳 14 68 13 -1
3歳～5歳 3 17 0 -3 275名
合計 17 85 13 -4 ↓

100 130 30 320名
299 330 31 （45名増）

0歳～2歳 220 946 250 30
3歳～5歳 3 17 60 57 4290名
合計 223 963 310 87 ↓

1929 2083 154 4520名
4,789 5,093 304 （230名増）総入所児童数

合計 ―

塩瀬
山口

待機児童

総入所児童数

0歳～2歳入所児童数

0歳～2歳入所児童数

　東山ぽぽ保育所分園
　充足率：102.22%
　待機（0歳－2歳）：0名
　待機（3歳－5歳）：0名

待機児童

鳴尾北

待機児童

400名 ―

総入所児童数

鳴尾

待機児童

0歳～2歳入所児童数

今津

待機児童

420名 ―

総入所児童数

0歳～2歳入所児童数

－

⇒ ⇒

総入所児童数

待機児童

―

総入所児童数

　武庫川保育所
　充足率：85.56%
　待機（0歳－2歳）：14名
　待機（3歳－5歳）：3名

浜

待機児童

―

総入所児童数

総入所児童数

甲東

待機児童

555名 ―

総入所児童数

－

－

－

590名 ―

総入所児童数

　夙川夢保育所
　充足率：86.67%
　待機（0歳-2歳）：12名
　待機（3‐5歳）：0名

瓦木

0歳～2歳入所児童数

0歳～2歳入所児童数

0歳～2歳入所児童数

0歳～2歳入所児童数

0歳～2歳入所児童数

本庁

待機児童

夙川

待機児童

0歳～2歳入所児童数

⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒ ⇒

－

－

－

⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒⇒

⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒ ⇒

－

－

－

提言項目 概要 5年間での市の対応

情報公開の推進
どのような考え方で補助金を交付しているかなど、市民に対しても具体的な内
容を市のホームページ等を活用して情報提供に努めていただきたい。

未実施

長期化している補助金への対応
まずは、補助金の終期設定を行うことを基本とすべき。そして、第三者機関を設
け、終期設定した補助金を継続する場合には再評価を行う仕組みを考えてい
ただきたい。

未実施

補助手法の見直し
政策目的に対して有効な補助金となるように、補助対象や補助金配分の仕方
の検討など積極的な見直しを行っていただきたい。

-

公募制の導入
公平性の観点及び行政の透明性の確保という面からも公募制の導入を検討し
ていただきたい。

未実施

小額補助金の原則廃止
少額補助金については、原則廃止とするといった思い切った判断も必要。政策
効果の上がるところに重点化していく視点が必要である。

未実施

補助団体の自立確保及び受益者負担の適正化
受益者がいる場合は、適正な負担を求めるなど、補助団体の自立を促進する
仕組みづくりを検討していただきたい。

一部実施


